
（平成２２年３月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 34 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 33 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



熊本国民年金 事案 529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から同年６月まで 

    申立期間当時、両親と一緒に農業をしており、生活も安定していたので

国民年金保険料の未納は無いものと思っていた。 

    申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、３か月と短期間である上、申立人は、申立期間後の国民年金

加入期間について、国民年金保険料をすべて納付しており、申立人の保険料

の納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、申立人は、申立期間当時、申立人の両親と同居し、申立人の父親が

申立人の国民年金保険料を納付していたとしているところ、申立人の両親の

当該期間の保険料はすべて納付済みであることから、申立人の主張に不自然

な点は見られない。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年７月ごろに払い出さ

れたものと推認され、申立期間の国民年金保険料は過年度納付することが可

能である上、申立人は、申立期間前後の期間の国民年金保険料を過年度納付

していることから、申立期間の保険料についても納付した可能性が高いもの

と考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



熊本厚生年金 事案 349 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 22万 6,000円、申立

期間②は 21 万 9,000 円、申立期間③は 21 万 9,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 22万 6,000円、申立期間



②は 21万 9,000円、申立期間③は 21万 9,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 350 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 10万 6,000円、申立

期間②は 10 万 9,000 円、申立期間③は 12 万 2,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 10万 6,000円、申立期間



②は 10万 9,000円、申立期間③は 12万 2,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 351 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 18万 4,000円、申立

期間②は 20 万 8,000 円、申立期間③は 19 万 8,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 18万 4,000円、申立期間



②は 20万 8,000円、申立期間③は 19万 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 352 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 10万 7,000円、申立

期間②は 17 万 8,000 円、申立期間③は 16 万 5,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 10万 7,000円、申立期間



②は 17万 8,000円、申立期間③は 16万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 353 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 11万 3,000円、申立

期間②は 11万円、申立期間③は 12万 1,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 11万 3,000円、申立期間

②は 11万円、申立期間③は 12万 1,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 354 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 11万 5,000円、申立

期間②は 11万円、申立期間③は 12万 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 11万 5,000円、申立期間

②は 11万円、申立期間③は 12万 8,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 355 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 11万 4,000円、申立

期間②は 10 万 5,000 円、申立期間③は 12 万 3,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 11万 4,000円、申立期間



②は 10万 5,000円、申立期間③は 12万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 356 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 10万 3,000円、申立

期間②は 10 万 6,000 円、申立期間③は 11 万 2,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 10万 3,000円、申立期間



②は 10万 6,000円、申立期間③は 11万 2,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 357 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 10万 6,000円、申立

期間②は 11 万 5,000 円、申立期間③は 12 万 5,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 10万 6,000円、申立期間



②は 11万 5,000円、申立期間③は 12万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 358 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 10万 7,000円、申立

期間②は 11 万 4,000 円、申立期間③は 12 万 4,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 10万 7,000円、申立期間



②は 11万 4,000円、申立期間③は 12万 4,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 359 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 10万 4,000円、申立

期間②は 10 万 6,000 円、申立期間③は 11 万 8,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 10万 4,000円、申立期間



②は 10万 6,000円、申立期間③は 11万 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 360 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 10万 7,000円、申立

期間②は 11 万 3,000 円、申立期間③は 12 万 2,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 10万 7,000円、申立期間



②は 11万 3,000円、申立期間③は 12万 2,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 361 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 10万 6,000円、申立

期間②は 10 万 7,000 円、申立期間③は 12 万 1,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 10万 6,000円、申立期間



②は 10万 7,000円、申立期間③は 12万 1,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 362 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 10万 6,000円、申立

期間②は 11万円、申立期間③は 12万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 10万 6,000円、申立期間

②は 11万円、申立期間③は 12万 3,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 363 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を７万 6,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月 20日 

    平成 18 年７月 20 日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 18 年７月

20 日に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から７万 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 364 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 10万 1,000円、申立

期間②は 10 万 2,000 円、申立期間③は 11 万 3,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 10万 1,000円、申立期間



②は 10万 2,000円、申立期間③は 11万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 365 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は９万 6,000 円、申立

期間②は 10 万 3,000 円、申立期間③は 10 万 8,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は９万 6,000 円、申立期間



②は 10万 3,000円、申立期間③は 10万 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 366 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は５万 7,000 円、申立

期間②は５万 7,000円、申立期間③は 10万 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は５万 7,000 円、申立期間

②は５万 7,000円、申立期間③は 10万 8,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 367 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は５万 7,000 円、申立

期間②は６万 4,000円、申立期間③は 10万 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は５万 7,000 円、申立期間

②は６万 4,000円、申立期間③は 10万 8,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 368 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は３万 7,000 円、申立

期間②は７万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 20日 

             ② 平成 18年７月 20日 

    平成 17年 12 月 20日及び 18年７月 20日に支給された賞与から厚生年金

保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延

したため、年金額の計算に反映されなくなってしまっているので、申立期

間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年 12

月 20日及び 18年７月 20日に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は３万 7,000 円、申立期間

②は７万 4,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 369 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は２万 1,000 円、申立

期間②は２万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 20日 

             ② 平成 18年７月 20日 

    平成 17年 12 月 20日及び 18年７月 20日に支給された賞与から厚生年金

保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延

したため、年金額の計算に反映されなくなってしまっているので、申立期

間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年 12

月 20日及び 18年７月 20日に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は２万 1,000 円、申立期間

②は２万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 370 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 18万 5,000円、申立

期間②は 18万円、申立期間③は 18万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 18万 5,000円、申立期間

②は 18万円、申立期間③は 18万円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 371 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は２万 3,000 円、申立

期間②は２万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 20日 

             ② 平成 18年７月 20日 

    平成 17年 12 月 20日及び 18年７月 20日に支給された賞与から厚生年金

保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延

したため、年金額の計算に反映されなくなってしまっているので、申立期

間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年 12

月 20日及び 18年７月 20日に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は２万 3,000 円、申立期間

②は２万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 372 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は２万 2,000 円、申立

期間②は６万 3,000 円、申立期間③は６万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は２万 2,000 円、申立期間

②は６万 3,000円、申立期間③は６万 3,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 373 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は２万 6,000 円、申立

期間②は６万 3,000 円、申立期間③は６万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は２万 6,000 円、申立期間

②は６万 3,000円、申立期間③は６万 3,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 374 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は２万 6,000 円、申立

期間②は６万 3,000 円、申立期間③は６万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は２万 6,000 円、申立期間

②は６万 3,000円、申立期間③は６万 3,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 375 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は２万 6,000 円、申立

期間②は６万 3,000 円、申立期間③は６万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は２万 6,000 円、申立期間

②は６万 3,000円、申立期間③は６万 3,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 376 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 11万 1,000円、申立

期間②は 10 万 3,000 円、申立期間③は 12 万 7,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は 11万 1,000円、申立期間



②は 10万 3,000円、申立期間③は 12万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 377 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は２万 6,000 円、申立

期間②は６万 3,000 円、申立期間③は６万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は２万 6,000 円、申立期間

②は６万 3,000円、申立期間③は６万 3,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 378 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は２万 3,000 円、申立

期間②は２万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 20日 

             ② 平成 18年７月 20日 

    平成 17年 12 月 20日及び 18年７月 20日に支給された賞与から厚生年金

保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延

したため、年金額の計算に反映されなくなってしまっているので、申立期

間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年 12

月 20日及び 18年７月 20日に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は２万 3,000 円、申立期間

②は２万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 379 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は２万 6,000 円、申立

期間②は 10 万 4,000 円、申立期間③は 10 万 4,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

             ② 平成 17年 12月 20日 

             ③ 平成 18年７月 20日 

    平成 17 年７月 25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、Ａ社が賞与支

払届の提出を遅延したため、年金額の計算に反映されなくなってしまって

いるので、申立期間の標準賞与額について、年金額に反映されるよう措置

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与計算書及び賞与明細書から、申立人は、平成 17 年７月

25 日、同年 12 月 20 日及び 18 年７月 20 日に同社から賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該賞

与額に係る厚生年金保険料控除額から申立期間①は２万 6,000 円、申立期間



②は 10万 4,000円、申立期間③は 10万 4,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に社会保険事務所（当時）に提出していることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 380 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における申立人の被保

険者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 37 年８月１日）及び資格

取得日（昭和 38年２月 16日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 37年

８月及び同年９月を１万 4,000 円、同年 10 月から 38 年１月までを１万

6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年８月１日から 38年２月 16日まで 

    Ａ社Ｂ支店に籍を置いたまま関連会社のＣ社に出向していた期間の厚生

年金保険被保険者資格が欠落しているので、申立期間を厚生年金保険被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間において、Ａ社Ｂ支店に籍を置いたまま関連会社であ

るＣ社に出向し勤務していたことは、Ａ社が申立人に発行した在籍期間証明

書及び申立人と共にＣ社に在籍出向したとする同僚二人の証言から確認でき

る。 

   また、Ａ社が保管する稟議書によると、この同僚二人はいずれも出向期間

中に給与から厚生年金保険料を控除されていたにもかかわらず、出向期間中

の厚生年金保険の加入記録が無いとして、定年退職時に同社から出向期間中

の厚生年金保険未加入期間に関する補償を受けていることが確認できる。 

   さらに、Ａ社は、申立期間に係る申立人の厚生年金保険の保険料控除につ

いては、当時の賃金台帳等が無く確認できないとしつつも、給与から保険料

が控除されていた可能性が高いと回答していることから、申立人は申立期間

の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 



   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後の社会保険事務

所（当時）の記録から、昭和 37年８月及び同年９月を１万 4,000 円、標準報

酬月額の定時決定時期である同年 10 月から 38 年１月までを１万 6,000 円と

することが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを記録するとは考え難いことから、事

業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行ってお

り、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 37 年８月から 38 年１

月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 381 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、平成 15 年７月４日に支給された賞与において、45 万 7,000 円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが

認められることから、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を 45 万

7,000円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年７月４日 

    Ａ社から平成 15 年７月４日に支給された賞与については、厚生年金保険

料を控除されていたが、当該賞与の記録が無いので、私の年金記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   平成 15 年７月４日に支給された賞与に係る賞与明細書から、申立人は、45

万 7,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に対

し提出しておらず、また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、納付

していないと認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本国民年金 事案 530 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年４月から 45年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 45年 12月まで 

    申立期間のうち、昭和 44 年４月から 45 年８月までの期間については、

当時住み込みで働いていたＡ市の個人事業所の事業主が私の国民年金保険

料を納付しているという話を聞いていた。 

    また、申立期間のうち、昭和 45 年９月から同年 12 月までの期間につい

ては、Ｂ町（現在は、Ｃ町）の実家に帰ってきた際、転入届を出すととも

に国民年金にも当たり前のように加入させられ、両親が私の分も含め婦人

会の集金により国民年金保険料を納付していたので、私の分だけ納付して

いないということはあり得ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年６月以降に払い出されたもの

と推認され、申立期間は、国民年金の未加入期間であり、国民年金保険料を

納付できなかったものと考えられる上、申立期間当時、申立人に対して別の

国民年金手帳記号番号が払い出された事情はうかがえない。 

   また、申立人自身は申立期間の国民年金保険料の納付に関与しておらず、

申立期間のうち、昭和 44 年４月から 45 年８月までの期間について、申立人

の保険料を納付していたとする事業主、及び 45 年９月から同年 12 月までの

期間について、申立人の保険料を納付していたとする申立人の両親は既に死

亡していることから、保険料の納付状況等が不明である。 

   さらに、申立期間のうち、昭和 45 年９月から同年 12 月までの期間当時、

申立人宅の国民年金保険料の集金を担当していた集金人からは、申立人の当

該期間に係る保険料を集金していたことを裏付ける証言は得られなかった。 

   加えて、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿



等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



熊本厚生年金 事案 382 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年９月１日から 21年５月１日まで 

    私は、昭和 20年９月から 22年 11 月までＡ社に勤務していたが、申立期

間について厚生年金保険の加入記録が確認できなかった。申立期間に勤務

していたのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は昭和 20 年９月にＡ社に入社し、同時期から厚生年金保険に加入し

ていたと申し立てている。しかし、Ａ社は既に適用事業所ではなくなってお

り、申立人の勤務の始期及び申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除

していたことを確認できる人事記録や給与台帳等の関連資料は無い上、複数

の同僚からも、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除に関する証

言は得られない。 

   また、申立人と同時期にＡ社に勤務していた同僚５人のうち３人が、各々

の記憶する入社時期よりも３か月から６か月遅れて同社に係る厚生年金保険

被保険者資格を取得していたことが確認でき、同社は必ずしも採用後直ちに

従業員を厚生年金保険に加入させてはいないことがうかがえる。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿について、昭和 18

年 10 月１日から 21 年５月１日までの期間における厚生年金保険被保険者資

格の取得者をみると、申立人の氏名の記載は無く、同名簿の整理番号に欠落

は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 383 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年１月１日から 55年９月 27日まで 

             ② 昭和 55年９月 27日から同年 11月 30日まで 

             ③ 昭和 59年 11月 30日から平成２年 11月 30日ま

で 

    申立期間①は、Ａ事業所に、申立期間②及び③はＢ社に勤務していた。

いずれの期間においても、給料から厚生年金保険料を控除されていたと思

うので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったと認めてほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、事業主及び複数の同僚の証言により、期間の特定は

できないものの、申立人が、Ｃ社が経営していたＡ事業所に勤務していたこ

とは認められる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは昭和 62 年６月１日であることが確認でき、申立期間については、厚

生年金保険の適用事業所となっていない上、同社は、平成７年３月 16 日に厚

生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間当時の勤務実態を確認

できる関係資料は無い。 

   申立期間②及び③について、Ｂ社の取締役の証言により、期間の特定はで

きないものの、申立人が同社に勤務していたことは認められる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは平成５年 11 月１日であることが確認でき、申立期間については、厚

生年金保険の適用事業所となっていない上、同社は、平成 10 年 10 月１日に



厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間当時の勤務実態を確

認できる関係資料は無い。 

   このほか、申立人が申立期間①、②及び③について、厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 384 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年８月１日から 43年４月１日まで 

             ② 昭和 46年５月１日から 47年７月１日まで 

             ③ 昭和 48年３月１日から 50年４月１日まで 

    申立期間①は、Ａ市にあったＢ事業所に、申立期間②は、Ｃ社が経営し

ていたＤ事業所に、申立期間③は、Ｅに勤務していた。給料から保険料を

控除されていたと思うので、申立期間について厚生年金保険被保険者であ

ったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立期間当時の事業主の証言により、期間の特定は

できないものの、申立人がＢ事業所に勤務していたことが認められる。 

   しかし、Ｂ事業所の元事業主は、「Ｂ事業所は、後に社名変更したＦ社の

商号で、平成元年から 10 年程度、厚生年金保険の適用事業所であった。」と

証言しており、また、オンライン記録によると、同社が厚生年金保険の適用

事業所であった期間は、平成元年 11月１日から 10年 11月１日までであるこ

とが確認でき、申立期間については厚生年金保険の適用事業所ではない。 

   申立期間②について、複数の同僚の証言により、期間の特定はできないも

のの、申立人が、Ｃ社が経営するＤ事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ｃ社の事業主は連絡先不明のため証言を得ることができない上、

同社の同僚は、「当時の経理事務担当者に確認したところ、同社は当時、雇

用保険には加入していたが、厚生年金保険の適用事業所ではなかった。」と

証言している。また当該同僚についても同社に係る厚生年金保険被保険者の

記録は確認できない。 

   申立期間③について、申立人はＥという屋号は覚えているものの、事業所



名を記憶していないため、事業所を特定することができない上、同僚の名前

も記憶していないことから、同僚からの証言も得られない。 

   このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 385 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正 10年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年３月１日から 34年４月１日まで 

    私は、昭和 33 年３月から 34 年３月までＡ市Ｂ町又は同市Ｃ町にあった

Ｄ社（現在は、Ｅ社）に勤務していたが、申立期間については厚生年金保

険の被保険者期間が確認できなかったので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間にＡ市Ｂ町又は同市Ｃ町にあったＤ社に勤務したと申

し立てているが、Ｅ社の事業主は、「申立期間当時の所在地はＡ市Ｆ町であ

り、同市Ｇ町に移転したのは昭和 37年 11月である。」と証言している。 

   また、申立人が名前を挙げた同僚４人のうち３人は、Ｄ社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿によると、同社において厚生年金保険被保険者資

格期間が無く、同期間を有する残りの１人は申立期間より後の昭和 40 年４月

３日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる上、当該

同僚は、「申立人の勤務時期は、自分が勤務していた昭和 40 年以降であり、

申立人がその 10 年前に既に勤務していたとは思えない。おそらく申立人の記

憶違いではないかと思う。」と証言している。 

   さらに、申立期間にＤ社の厚生年金保険の加入記録がある同僚のうち所在

が判明した６人に照会し、４人から得た回答においても、申立期間における

申立人の勤務実態を確認できない上、申立期間当時の事業主及び経理事務担

当者は既に死亡しているため、申立人の申立期間における厚生年金保険料の

控除に関する証言も得られない。 

   加えて、申立人のＤ社に係る雇用保険の加入記録は、申立人の同社に係る

厚生年金保険の被保険者記録と一致する上、同社に係る健康保険厚生年金保



険被保険者名簿の申立期間に申立人の氏名の記載は無く、整理番号に欠落は

無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


